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第４ 公的年金制度の財政方式 

 

「第１ 公的年金制度の意義、役割」で説明したとおり、我が国の公的年金制度について

は、社会的扶養の仕組みである賦課方式に基づき運営されている。 

本稿では、年金制度における財政方式や我が国の年金制度における財政方式の推移等を俯

瞰した上で、公的年金の財政方式に関して近年見られる議論について紹介する。 

  

 

  

１．年金財政の仕組み 

（参考）年金特別会計の概要 

２．基礎年金の財政の仕組み 

３．厚生年金の財政の仕組み 

（１）実質的な収入、支出 

（２）被用者年金一元化後の財政の仕組み 

（３）厚生年金基金の代行部分の取扱い 

４．国民年金の財政の仕組み 

５．年金制度の財政方式 

（１）賦課方式と積立方式 

（２）国民年金・厚生年金の財政方式の推移 

６．賦課方式と積立方式、社会保険方式と税方式の議論 

（参考）保険料の未納が増えると年金制度は破綻するか 
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１．年金財政の仕組み 
 

公的年金の財政単位は国民年金と厚生年金に分かれており、共通の基礎年金を通じてその

費用負担により結びついている。ここでは、基礎年金、厚生年金、国民年金の収支等の財政

の仕組みや、それぞれの財政がどのような費用と財源により成り立っているかを明らかにす

る。 

公的年金は国の特別会計として、厚生年金勘定、国民年金勘定、基礎年金勘定を有してお

り、公的年金の収支はこの３つの勘定を通して行われる。 

国民年金、厚生年金の保険料については、それぞれ国民年金勘定、厚生年金勘定に納付さ

れる。一方、年金給付の面では、国民年金、厚生年金それぞれ独自の給付（厚生年金では２

階部分）については、それぞれの保険料が納付される国民年金勘定、厚生年金勘定から給付

されるが、共通の基礎年金（１階部分）については、保険料納付のない基礎年金勘定から支

出される。この基礎年金勘定から支出される基礎年金給付費を賄うのが基礎年金拠出金であ

り、毎年度、国民年金勘定、厚生年金勘定からその年度の給付に必要な額が拠出される。な

お、基礎年金拠出金の額は国民年金と厚生年金の被保険者数（ただし、第１号被保険者数に

ついては納付者に限る。）の人数比で按分することとされている。 

このように、国民年金勘定、厚生年金勘定の主な支出は、基礎年金拠出金（１階部分）に

加えて、国民年金、厚生年金それぞれ独自の給付（厚生年金では２階部分）となる。その費

用を賄うための主な収入は、保険料収入と基礎年金給付の２分の１相当の国庫負担となって

おり、支出が保険料収入と国庫負担を上回る場合に積立金及びその運用収入が活用されるこ

ととなる。 
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（参考）年金特別会計の概要 
年金特別会計は、特別会計改革において、「事業類型が近似している特別会計で、特別会

計としての区分経理の必要性の認められるものについては、行政改革の効果を確実に出すこ

とを前提として、統合を行う」（行政改革の重要方針（2005 年 12 月 24 日閣議決定））こ

ととされ、2007 年度から厚生保険特別会計（政府管掌健康保険事業、厚生年金保険事業及

び児童手当を経理）と国民年金特別会計（国民年金事業を経理）を統合し、①基礎年金勘定、

②国民年金勘定、③厚生年金勘定、④福祉年金勘定、⑤健康勘定、⑥子ども・子育て支援勘

定、⑦業務勘定に区分して、各事業に関する経理を行うこととされた。その後、2014 年度

から福祉年金勘定は、国民年金勘定に統合されており、現在では、上記のとおり、基礎年金

勘定、国民年金勘定、厚生年金勘定から年金給付を行っている。 

国年勘定

厚年勘定
・共済等厚年経理

１号被保険者

２号被保険者
・事業主

保険料
1.3兆円

保険料
37.3兆円

（うち共済等
5.3兆円）

基
礎
年
金
勘
定

基礎年金
受給権者

年金給付
24.5兆円
（うち旧法

0.7兆円）

基礎年金拠出金
3.3兆円

基礎年金拠出金
21.0兆円

（うち共済等2.3兆円）

積立金
10.3兆円

積立金
219.3兆円
（うち共済等
35.1兆円）

（参考）年金財政の構造（令和２年度）

（注2）旧法の基礎年金相当給付を厚生年金として
支給する部分の仕組みや、共済組合等の厚生
年金保険経理との関係などを省略した模式図。

（注 3）令和２年度の私学共済の保険料率は
16.124％。18.3％に向けて段階引上途上。

厚生年金
受給権者

（注1）金額は令和元年度実績値。積立金は令和２
年度末（時価）。

1.8兆円（うち特別
国庫負担 0.4兆円）

10.5兆円（うち共済
等の国庫・公経済負
担 1.2兆円）

年金給付
28.8兆円
（うち共済等

5.2兆円）

保険料
16,540円

保険料率
18.3%

基礎年金拠出金単価 月額36,822円
（うち保険料相当分 月額18,411円）

年間の給付費を現在の被保険者数（1号納付
者・2・3号）で割って拠出金単価を算出し、
これに現在の１号被保険者の保険料納付者数
を乗じて拠出

年間の給付費を現在の被保険者数（1号納付者・
2・3号）で割って拠出金単価を算出し、
これに現在の２号・３号被保険者数を乗じて拠出

国庫負担
（基礎年金給付費の1/2）
（各拠出金の1/2）
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２．基礎年金の財政の仕組み 
 

基礎年金の財政については、共通の１階部分である基礎年金の給付を、そのときの現役世

代全体で支えるという考え方がとられている。 

具体的には、毎年度の基礎年金給付に要する費用は、国民年金と厚生年金等の各勘定から

の基礎年金拠出金による収入で賄う方式で運営することとされており、給付の総額に対する

各勘定の負担は、被保険者の人数比（原則として 20～59 歳の人が対象であり、国民年金に

ついては、全額免除、未納者を除く。）で按分することとされている。 

 

図  基礎年金の収支の構造（2020 年度） 

 

基礎年金制度は、1986 年４月に導入されたものであるが、その際、制度導入前の旧法に

基
礎
年
金
勘
定

国民年金勘定

厚生年金勘定

共済組合等の
厚生年金保険経理

３．３兆円

基礎年金拠出金
２４．３兆円

基礎年金給付（新法）
２３．８兆円

受
給
者

０．３兆円 国民年金勘定

基礎年金相当給付（旧法）

０．３兆円

０．３兆円 厚生年金勘定 ０．３兆円

０．１兆円
共済組合等の

厚生年金保険経理
０．１兆円

厚生年金は２階部分と合わせ
て、共済年金は２、３階部分
と合わせて受給者へ年金給付

基礎年金交付金

基礎年金等給付費
２４．５兆円

被
保
険
者

１．３兆円

保険料負担

１８．７兆円

２．３兆円

３２．１兆円

５．３兆円

（うち、特別国庫
負担分０．４兆円）

厚生年金、共済組合等は
２階部分と合わせて被保
険者から保険料を徴収

基礎年金給付に必要な費用（特別国庫負担分除く
２４．１兆円）を２０～５９歳の被保険者数（国
民年金は免除、未納を除く。）で各制度に按分

注１ 特別国庫負担とは、保険料免除者に対する給付や２０歳前障害者に対する給付等に対し、特別に国庫から負担されるものである。
注２ 基礎年金拠出金、基礎年金給付（新法）、基礎年金相当給付（旧法）及び基礎年金交付金の額は、令和２(2020)年度における保険料・拠出金算定対象額等の実績
の値（確定値）を用いて算出した額（確定値ベース）である。また、基礎年金拠出金の額は、基礎年金勘定の積立金（昭和61(1986)年4月前に国民年金へ任意加入し
ていた被用者年金の被扶養配偶者が納付した保険料に相当する額の積立金及びその運用収入）による軽減後の額である。令和２(2020)年度の当該軽減額は0.2兆
円である。

（保険料
16,540円）

（保険料率
18.3％）

（保険料率
16.124～18.3%）

   
 

   ６５５万人   
算定対象者数

   
 

 ４,２６７万人
算定対象者数

   
 

   ５２８万人   
算定対象者数

国庫負担 １．８兆円
（うち、特別国庫
負担分０．４兆円）

国庫負担 ９．４兆円

国庫・公経済負担

１．２兆円
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よる給付のうち 1961 年４月以降の加入期間に基づき支給される基礎年金に相当する給付

については、費用負担上、基礎年金と同様の取扱いをすることとされた。 

そこで、年金財政の観点からみた基礎年金給付費は、下記の２つを合わせたものとなって

いる。 

・ 昭和 60（1985）年改正による基礎年金制度導入以後に、新法の基礎年金として裁定

された年金の給付に要する費用 

・ 昭和 60（1985）年改正前の旧法国民年金、厚生年金及び共済年金に基づき裁定され

た年金給付のうち、基礎年金に相当する部分等、基礎年金とみなされる給付（みなし基

礎年金）に要する費用 

 

みなし基礎年金は、旧法の厚生年金として裁定された給付を例にとれば、受給者には厚生

年金の名称で報酬比例部分と一体のものとして支給されており、厚生年金勘定からの支出と

なる。 

一方、みなし基礎年金の給付に要する費用については、新法の基礎年金として裁定された

給付と合算して、毎年度、必要な費用を国民年金、厚生年金等の各勘定からの拠出金で賄う

仕組みである。したがって、みなし基礎年金の給付に要する費用の全額を、基礎年金勘定か

ら実際の支給を行っている各勘定へ交付（基礎年金交付金）することとされている。 

みなし基礎年金の給付は、基礎年金制度が成熟するに従い規模が縮小していき、いずれ消

滅するものであるが、その費用（基礎年金交付金）の総額は、2020 年度の実績で 0.8 兆円

（確定値）となっている。 

 また、基礎年金給付費を賄うために、毎年度、各勘定が拠出すべき額は、基礎年金給付費

のうち特別国庫負担の対象となっている額等を控除したものである。特別国庫負担には次の

ようなものがある。 

・ 保険料全額免除期間に係る給付費 

・ 保険料が一部（3/4、半額、1/4）免除された期間に係る給付費の一部 

・ 20 歳前障害に係る障害基礎年金1給付費の 20/100（国庫負担は保険料・拠出金算定

                                                      
1 初診日に 20 歳未満だった人が、20 歳に達したときに一定の障害の状態にある場合等に支給される障

害基礎年金。本人が保険料を納付していないことから、所得制限が設けられている。 
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対象額2に係る国庫負担と合わせて合計で 60/100 となる。） 

・ 昭和 60（1985）年改正前の国民年金のいわゆる「５年年金」3給付費の 1/8 

 

3．厚生年金の財政の仕組み 
 

厚生年金の財政については、基礎年金制度を通じた基礎年金勘定との資金のやり取りや、

2015 年 10 月の被用者年金制度の一元化に伴い導入された厚生年金勘定と共済組合等にお

ける費用負担の仕組み（厚生年金拠出金、厚生年金交付金）について考える必要がある。ま

た、厚生年金基金の代行部分の取扱いについても解説する。 

 

（１）実質的な収入、支出 
厚生年金の実質的な収入、支出については、基礎年金交付金による資金のやり取りがある

ことから、厚生年金勘定の歳入、歳出とは異なる。 

厚生年金勘定から受給者に支払われる給付は、将来、昭和 60（1985）年改正前の旧法  

による給付がなくなり基礎年金交付金が消滅したときには２階部分の給付のみとなるが、現

在はみなし基礎年金である１階部分の定額給付が含まれる。 

また、上記２において説明したとおり、みなし基礎年金の給付に要する費用は、各勘定か

らの基礎年金勘定への基礎年金拠出金で賄う仕組みとなっている。 

このため、厚生年金勘定の歳出には、みなし基礎年金の給付に要する費用が「年金給付費」

と「基礎年金拠出金」に重複して含まれており、その見合いとして歳入には、みなし基礎年

金と同額の基礎年金交付金が計上されている。 

よって、年金財政上の観点から厚生年金の実質的な収入、支出を捉えるためには、厚生年

金勘定の歳入、歳出のそれぞれから基礎年金交付金を控除して、重複を排除する必要がある。 

 

                                                      
2  基礎年金給付費の額から特別国庫負担を控除した額 
3 国民年金創設時には、60 歳まで加入しても受給資格期間を満たせない人は制度の適用対象外とされ

ていたが、その代わりに、数度、任意加入の途が開かれていた。「５年年金」は、保険料を５年間納

付すれば老齢年金が受けられたことからこのように称されている。 
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図  厚生年金の収入と支出の概要（2020 年度） 

（２）被用者年金一元化後の財政の仕組み 
2015 年 10 月に「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改

正する法律」（平成 24 年法律第 63 号）が施行され、公務員や私立学校教職員も厚生年金に

加入することとされた。これにより、厚生年金の被保険者は、民間被用者は第１号厚生年金

被保険者、国家公務員共済組合（国共済）の組合員たる国家公務員は第２号厚生年金被保険

者、地方公務員共済組合（地共済）の組合員たる地方公務員は第３号厚生年金被保険者、私

立学校教職員共済制度（私学共済）の加入者たる私立学校教職員は第４号厚生年金被保険者

と呼ばれる。 

なお、これに先立って、国共済と地共済は 2004 年度に財政単位が一元化されており、両



年金制度の仕組みと考え方  第４ 公的年金制度の財政方式 

8 

 

制度の間で財政調整が実施されている。4 

被用者年金一元化では、共済組合や私学事業団を実施機関と位置づけて引き続き事務組織

として活用し、積立金の管理・運用についても保険料の徴収から年金給付に至る年金事務の

一部であることから、各実施機関を管理運用主体として活用することとなっている。さらに、

被用者年金一元化の際に、共済年金の積立金を１・２階部分と３階部分（職域部分）5に区

分し、１・２階部分については被用者年金一元化後の厚生年金の積立金（＝共通財源）とす

ることとした。 

また、被用者年金一元化後の厚生年金は、１・２階部分の保険料収入及び積立金を被用者

全体の共通財源とした財政運営を行い、 

・ 共済組合等の標準報酬総額や管理運用する１・２階積立金額などの負担能力等に応じ

て、共済組合等は厚生年金勘定に拠出金（厚生年金拠出金）を納付し、 

・ 共済組合等が行う厚生年金の保険給付に要する費用等は厚生年金勘定から共済組合

等に交付金（厚生年金交付金）として交付される 

仕組みとなっている。 

具体的な共済組合等からの厚生年金拠出金は、厚生年金保険給付費等（国庫・公経済負担

及び追加費用6を除いたもの）の総額に基礎年金拠出金保険料相当分（基礎年金拠出金から

国庫・公経済負担を除いたもの。以下同じ。）の被用者年金合計額を加えた厚生年金拠出金

算定対象額について、「標準報酬按分率」と「積立金按分率」により分担額を計算したもの

から、各共済組合等が納付する基礎年金拠出金保険料相当分を控除したものである。 

ここで「標準報酬按分率」とは、厚生年金被保険者全体の標準報酬総額に対する各共済組

合等の組合員の標準報酬総額の割合に保険料財源比率（財政均衡期間における拠出金算定対

象額の予想額に占める保険料財源分の割合）を乗じて得た率をいう。 

                                                      
4  具体的には、費用負担の平準化のための財政調整（財政調整 A）と、年金給付に支障を来さないため

の財政調整である収支に着目した財政調整（財政調整 B）、積立金に着目した財政調整（財政調整

C）がある。 
5 被用者年金一元化法の施行日（2015 年 10 月 1 日）をもって共済年金の 3 階部分（職域部分）は廃

止されたが、①施行日前に年金受給権を有する人や、②施行日前の加入期間を有する人に対しては、

施行日以後においても、加入期間に応じた職域部分が支給される。 
6  恩給期間などの給付に要する費用 
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また、「積立金按分率」とは、厚生年金全体の１階部分及び２階部分の積立金額に対する

各共済組合等の１階部分及び２階部分の積立金額の割合に積立金財源比率（１から保険料財

源比率を引いた率）を乗じて得た率をいう。 

一方、共済組合等への厚生年金交付金は、当該共済組合等が支給する厚生年金等給付費（国

庫・公経済負担及び追加費用を除いたもの）である。 

ただし、厚生年金拠出金の算定にあたっては、当分の間、激変緩和措置として、厚生年金

拠出金算定対象額の半分を標準報酬按分及び積立金按分とし、残り半分は支出費按分により

分担額が計算される。 

すなわち、激変緩和措置期間中の各按分率は次のとおりとなる。 

・ 「標準報酬按分率」＝厚生年金被保険者全体の標準報酬総額に対する各共済組合等の

組合員の標準報酬総額の割合に保険料財源比率を乗じた率に 50/100 を乗じて得た率 

・ 「積立金按分率」＝厚生年金全体の１階部分及び２階部分の積立金額に対する各共済

組合等の１階部分及び２階部分の積立金額割合に積立金財源比率を乗じた率に

50/100 を乗じて得た率 

・ 「支出費按分率」＝各共済組合等が支出する厚生年金保険給付費等と基礎年金拠出金

保険料相当分の合計額を拠出金算定対象額で除した率に 50/100 を乗じて得た率 
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図  被用者年金一元化後の厚生年金拠出金・交付金の仕組み 

 

（３）厚生年金基金の代行部分の取扱い 
厚生年金基金は企業年金の一形態であり、厚生年金の報酬比例部分の一部を代行し、独自

の上乗せ給付を行っている。 

厚生年金基金の加入員に係る厚生年金の保険料は、代行部分に相当する保険料（免除保険

料:料率 2.4～5.0％）については国へ納めることが免除され、その代わりに厚生年金基金

へ納めることとなる。また、厚生年金基金に加入していた受給者は、代行部分の年金給付に

ついては、国の代わりに厚生年金基金から給付が行われる。なお、代行給付には、報酬比例

部分のうち物価スライド・再評価分は含まれておらず、これらは国（厚生年金本体）から支
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給される。 

厚生年金基金により代行された給付については、厚生年金基金が存続している間、国は支

給義務を免除される。厚生年金基金が解散や代行返上を行った場合には、最終的に、国は厚

生年金基金から代行部分のために積み立てられた積立金（最低責任準備金）の移換を受け、

代行部分の支給義務を引き継ぐこととなる。 

最低責任準備金が免除保険料と代行給付の差額をもとに算定される仕組みとなっている

ことから、代行部分の存在は厚生年金の財政と完全に中立的であり、厚生年金基金の解散、

代行返上等が厚生年金の財政に影響を生じさせないものとなっている。7 

 

なお、厚生年金基金制度については、「公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための

厚生年金保険法等の一部を改正する法律」（平成 25 年法律第 63 号。以下「平成 25（2013）

年改正法」という。）により、 

・ 2014 年４月１日以後は厚生年金基金の新設は認めない。 

・ 2014 年４月１日から５年間の時限措置として特例解散制度を見直し、分割納付にお

ける事業所間の連帯債務を外すなど、厚生年金基金の解散時に国に納付する最低責任準

備金の納付期限・納付方法の特例を設ける。 

・ 2014 年４月１日から５年後以降は、代行資産保全の観点から設定した基準を満たさ

ない厚生年金基金については、厚生労働大臣が第三者委員会の意見を聴いて、特例解散

を発動できる。 

などの見直しが行われた。 

平成 25（2013）年改正法施行時に現存する厚生年金基金については「存続厚生年金基金」

として、同法による改正前の厚生年金保険法の規定が適用されており、2022 年３月末時点

で５基金が残存しているが、改正法附則において、政府は、同法の施行日から起算して 10

年を経過する日までに、存続厚生年金基金が解散し又は他の企業年金制度等に移行するよう

検討し、速やかに必要な法制上の措置を講ずること等とされている。 

                                                      
7 上記のことから、財政検証においても、代行部分を一体のものとして将来の推計を行っており、収

入、支出、積立金については、国が管理運営する厚生年金本体のものに、代行部分相当額が加えられ

ている。 
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４．国民年金の財政の仕組み 
 

国民年金の財政の仕組みを考えるにあたっては、厚生年金と同様、基礎年金制度を通じた

基礎年金勘定との資金のやり取りについて注意が必要である。 

国民年金については、厚生年金の報酬比例部分のような２階部分はないが、寡婦年金、付

加年金といった国民年金独自の給付がある。なお、基礎年金勘定と拠出金や交付金のやり取

りを行う財政の仕組みは、厚生年金と同じである。 

国民年金勘定から受給者へ支払われる給付は、将来、昭和 60（1985）年改正前の旧法に

よる給付がなくなり基礎年金交付金が消滅したときには国民年金独自の給付のみとなるが、

現在はみなし基礎年金である１階部分の定額給付が含まれている。 

一方、１階部分（基礎年金及びみなし基礎年金）の給付については、その費用を基礎年金

拠出金により各勘定が負担する仕組みとなっており、国民年金も厚生年金と同様に、基礎年

金拠出金を負担することとなる。この負担は、国民年金勘定から基礎年金勘定へ基礎年金拠

出金相当額を繰り入れることによりなされる。 
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図  国民年金の収入と支出の概要（2020 年度） 

５．年金制度の財政方式 

 

年金制度では、制度が発足した当初は、受給者が少なく、受給者１人当たりの年金額も加

入期間が短いことから一般的に少額である。したがって、年金給付費は、制度発足当初は比

較的少額であるものの、時間の経過とともに急速に増大する。また、人口構成の変化や、物

価、賃金、経済成⾧率等の動向の⾧期的な変化も生じる。このような状況下で、⾧期的な財

政均衡を図るため、どのような制度運営を行うか（年金額や保険料等を具体的にどう設定す

るか）ということが財政方式と呼ばれるものである。 

 

（１）賦課方式と積立方式 
① 賦課方式 

賦課方式とは、年金給付に必要な費用を、その都度、被保険者（加入者）からの保険料で
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賄っていく財政方式である。賃金や物価の上昇に対応して年金額を改定する場合でも、保険

料収入も賃金の上昇に従って大きくなるという意味で、保険料（率）はあまり影響を受けな

いこととなる。また、積立金を保有しないことが基本であるため、金利変動があっても保険

料（率）は全く影響を受けないか、相対的に軽微な影響にとどまる。 

一方、保険料（率）は受給者と被保険者（加入者）の人数比に依存するので、少子高齢化

の進行等により、将来に向けて受給者数や被保険者（加入者）数が変化していけば、その影

響を大きく受けることとなる。 

仮に制度発足時から完全な賦課方式により制度を開始した場合、制度発足当初は、一般的

に、受給者数の被保険者（加入者）数に対する比率が小さいことから低い保険料（率）です

むものの、時間の経過とともに年金給付費は増加し、保険料（率）もそれにあわせて引き上

げていくこととなる。また、制度発足当初に高い年齢で制度に加入した人に対して、少額の

保険料負担で一定水準の年金給付を支給する場合には、こうした世代は生涯を通じた平均的

な給付額と保険料負担額の比率において相対的に有利になる。 

 

② 積立方式 

積立方式とは、将来の年金給付に必要な原資をあらかじめ保険料で積み立てていく財政方

式である。積立方式については、あらかじめ拠出する保険料水準を決めて、積立金の運用結

果次第で給付水準が変動する「確定拠出型」の制度設計があるが、ここでは、あらかじめ給

付水準を決めておく「確定給付型」の制度設計を念頭に、賦課方式と比べた特徴を説明する。 

積立方式の場合、将来、受給者・被保険者（加入者）の年齢構成や利回り等が見通しどお

りに推移する限り、人口構造の変化により保険料（率）を変更する必要は生じないが8、見

通しと異なった場合は、保険料（率）か給付を変更する必要が生じる場合がある。 

最終的には、年金給付を保険料と積立金からの運用収入により賄う仕組みであり、保険料

（率）は実質的な利回り（利回りと年金改定率の差）に依存する。このことから、将来に向

けて、予想していた以上に賃金や物価が上昇し、それに伴い年金額が改定された場合でも、

その上昇に見合った利回りの上昇があれば、保険料（率）はあまり影響を受けないこととな

                                                      
8 ただし、近年では、積立方式も賦課方式と同様に、人口構造の変化の影響から逃れられるものではな

いとの理解が世界の年金議論において共有されるようになっている。 
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る。もっとも、利回りの上昇が賃金や物価の上昇に及ばない場合には、その差から積立不足

が生じ、この不足分については、それ以降の被保険者（加入者）が保険料により負担するか、

不足分に対応して年金額を引き下げることとなる。 

年金給付費は、一般的に、制度発足後、時間の経過とともに増加する。積立方式の場合、

制度発足当初から将来の給付に見合った水準の保険料（率）としていることから、当初の保

険料（率）は賦課方式の場合よりも高いが、見通し通り推移すれば保険料（率）を引き上げ

ていく必要はない。 

ただし、少子高齢化で生産力が低下した影響は、積立方式でも、資金運用の悪化や物価上

昇など市場を通した年金の購買力（実質的な価値）の低下として受けることになる。 

 

（２）国民年金・厚生年金の財政方式の推移 
① 平成 16 年年金制度改正まで 

厚生年金の場合、 1942 年の制度発足当初（当時は労働者年金保険）には、財政方式とし

て積立方式の一つである平準保険料方式が採用された。ここでの平準保険料（率）とは、将

来にわたって一定（率）で収支均衡が図られるような保険料（率）のことである。しかし、

戦後の 1948 年、急激なインフレのなかで、インフレによる積立金の目減りや負担能力な

どを考慮し、平準保険料率よりも低い暫定的な保険料率が設定され、昭和 29（1954) 年に

抜本的な法律改正が行われた際にも、急激な保険料負担の増加を避けるため、再度、平準保

険料率よりも低い保険料率が設定された。ただし、この時以降、保険料率を将来に向けて段

階的に引き上げていく段階保険料方式を採用し、財政再計算においては、単に当面の保険料

率を設定するだけではなく保険料率の将来見通しを作成することとなった。 

昭和 48（1973) 年に、物価や賃金の上昇に応じ、年金額の改定を行う仕組み（物価スラ

イド・賃金再評価）が導入されたが、これ以降の財政再計算においては、スライドを考慮し

た将来見通しを作成し、この将来見通しに基づいて保険料率を設定することとなった。国民

年金の場合も、制度発足当初の 1961 年、財政方式としては平準保険料方式が採用された

が、その後は厚生年金と同様、段階保険料方式がとられることとなった。 

昭和 60（1985）年の基礎年金制度の導入以後は、この基礎年金給付を行うのに必要な費

用は、毎年度、各公的年金制度からの拠出金で賦課方式的に賄うこととなっているが、厚生
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年金、国民年金（自営業者等の第 1 号被保険者に係る国民年金勘定）等の各制度は、将来の

支出に備え、完全な賦課方式ではなく段階保険料方式によりその費用を準備してきた。 

 

② 平成 16 年年金制度改正後 

平成 16（2004）年年金制度改正では、保険料水準を段階的に引き上げて、 2017 年度以

降、一定の水準で固定し、給付水準を自動調整するという保険料固定方式が採られた。制度

の成熟や少子高齢化が進む中でも現役世代の保険料負担が過重となることを避けるため、保

険料水準の上限が固定されることとなったのである。 

固定された保険料水準の下で、給付水準を調整しつつ、積立金も活用して⾧期的な給付と

負担の均衡を図る財政運営となっており、100 年後の積立金を支出の 1 年分とする考え方

を採っていることから、今後の積立金水準の推移を鑑みると、厚生年金、国民年金は賦課方

式を基本とした財政方式を採っているといえる。 
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６．賦課方式と積立方式、社会保険方式と税方式の議論 
 

これまで見てきたように、我が国の公的年金制度は、主に保険料収入を基に運営し、保険

料の拠出という年金財政への貢献を給付に結び付けることにより、負担の意欲、納得感を持

てるようにしている（社会保険方式）。また、財政方式については、現在では一定の積立金

を有しながら、賦課方式を基本とした運営が行われている。 

これに対して、近年の少子高齢化の進展等に鑑み、公的年金の財政方式について見直しを

求める議論がなされることがある。その主張は大きく２点に集約される。 

一つには、１階部分の基礎年金について、低年金・無年金をなくすために、税方式にすべ

きではないかというものである。現行制度の下では、受給資格期間として 10 年の保険料納

付実績（免除等を含む）がないと、老齢年金は支給されない。また、保険料免除期間につい

ては、満額の年金を受け取れず、年金額が低額になるケースが生ずる。１階部分の基礎年金

について、社会保険方式を改め、拠出実績を問わない税財源に基づき年金を支給すべきでは

ないかという議論である。マクロ経済スライドの実施により、賃金変動率や物価変動率から

平均余命の伸び率や支え手（被保険者）の減少率に応じて年金額が調整されるため、基礎年

金の実質的な価値が低下することへの対案として提示される場合もある。 

もう一つは、２階部分の厚生年金（報酬比例部分）について、現在の賦課方式では、少子

高齢化の進展により大きな影響を受けることから、賦課方式をやめて、積立方式に移行すべ

きではないかといった議論である。 

しかしながら、こうした議論に関しては過去様々な議論の蓄積があり、以下のような課題

があると整理されている。 

 

① １階部分の基礎年金を税方式とする場合の課題 

（家計の負担増） 

税方式により保険料負担が軽減しても、現在の厚生年金保険料の事業主負担分が税負担の

増加といった形で家計に転嫁され9、また、未納分及び免除分に対応する給付増も行われる

                                                      
9  基礎年金給付費は、国民年金、厚生年金各制度からの拠出金等で賄われているため、基礎年金を税方

式化すると、厚生年金保険料を引き下げることが可能となり、事業主負担もその分軽減される。 
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ことを想定すると、多くの所得階層で負担増になると見込まれる。とりわけ、これまで保険

料を負担してこなかった高齢者や低所得者層にとっては、増税により負担が増えることとな

る。 

（国民の負担への納得感） 

負担と給付の結びつきがある社会保険方式から、結びつきが不明確な税方式に移行すると、

国民の負担への納得感に悪影響を与えるおそれがある。 

（将来の税負担の更なる上昇） 

税方式に移行した場合でも、年金額にマクロ経済スライドをかけるなどして給付を抑制し

なければ、少子高齢化により将来の税負担はさらに上昇することになる。 

（所得制限の課題） 

税負担を軽減するための給付抑制の手法として、高所得の高齢者に所得制限（クローバッ

ク）を行ったとしても、「高所得」の高齢者は一部に限られる。逆に、給付費の増加を抑え

るためには、より広範な層の給付を削減することが必要になる。 

所得の捕捉問題を解決せずに所得制限を行うと不公平感が強くなり、また、資産の把握も

現状では難しい。 

（財源は生活保護費の減では置き換えられない） 

生活保護の財源を置き換えれば、税方式による税負担の上昇が抑えられるのではという議

論もあるが、生活保護は資力調査もあるため基礎年金に比べ給付規模が格段に小さく、「生

活保護費を置き換えることで税負担は増えない」ということにはならない。10 

（⾧期の移行期間） 

公平性を失しないよう過去の保険料未納分は給付を減額し、将来期間分から満額方式に移

行する場合、移行期間は 20 歳の人が 90 歳以上に達するまでの 70 年以上も要する。 

 

② ２階部分の厚生年金（報酬比例部分）を積立方式とする場合の課題 

（所得再分配機能の低下） 

１階を税方式、２階を積立方式で分離すると、社会保険料による所得再分配機能がなくな

                                                      
10 生活保護費は 3.6 兆円（うち、生活扶助 1.1 兆円、医療扶助 1.8 兆円。65 歳以上の被保護者は全体の

半分強）。これに対し、基礎年金給付費は約 24 兆円であり、その半分が保険料財源で賄われている。 
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る。11 

（二重の負担） 

積立方式への移行に際しては、移行期間中の現役世代は、自身の年金原資の積立に加えて、

現行制度に基づく老齢世代への年金原資も支払う必要があることから、いわゆる「二重の負

担」が生じることになる。 

過去期間分の給付債務 500 兆円を⾧期間（例えば 50 年）かけて償還するとしても、500

兆円÷50 年＝10 兆円（＋金利分）を国民が毎年負担しなければならない。 

（運用リスクの個人への転嫁） 

個人が運用方法を選択する仕組みにすると、運用リスクは完全に個人に転嫁されるため、

年金額に関する見通しが立てにくくなり、特に市場が荒れるときには国民の不安が増す。賦

課方式の下、人口減少率で調整する現行制度の方が、受給額の予見可能性が高く、変動も小

さい。 

（運用環境による年代別格差） 

65 歳時点での個々人の積立額をもとに年金額が決定する仕組みとすると、受給開始直前

に資産価値が大幅に下落した場合に、その世代の年金額が一生低くなってしまう。 

（資金運用上の課題） 

積立方式の巨額の積立金をどのように運用できるか。 

加えて、個人が運用方法を選択する仕組みにすると、安全とされる預貯金や国内債券等に

運用が集中し、十分な年金額に必要な利回りが確保できないおそれがある。 

（積立方式でも少子高齢化の影響は不可避） 

積立方式にすれば少子高齢化による影響を受けずにすむという議論があるが、少子高齢化

で生産力が低下した影響は、積立方式でも、資金運用の悪化や物価上昇など市場を通した年

金の購買力（実質的な価値）の低下として受けることになる。 

生産物（商品やサービス）は積み立てられないため、積立方式であれ賦課方式であれ、そ

の年に現役世代が生み出した付加価値を現役世代と高齢者で分け合う構造には変わりはな

い。 

                                                      
11  現行制度が有する所得再分配機能については、「第１ 公的年金制度の意義、役割」の３を参照され

たい。 
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ニコラス・バー 『福祉の経済学 － 21世紀の年金・医療・失業・介護－』より

もし、多数の世代の労働者の次に少数の世代が来るとすると、労働力が減少するとき、旧世代に属す
る膨大な年金積立が蓄積されるはずである。多数の旧世代は、その蓄積を取り崩して、引退後の望まし
い消費水準を賄うための財源にしようとするだろう。この望ましい支出レベルは、少数の若い世代の年
金保険料拠出を超えるものであろう。もし、産出が上がらなければ、次の二つのいずれかの形で不均衡
が生じる。
（a） 年金受給者は、例えば銀行預金や国債などの形で貨幣を蓄積することで将来の生産に対する請

求権を獲得しようとすると仮定する。年金受給者が望む消費量（すなわち、年金受給者である多数
世代がその蓄積した貯蓄から消費したいと思う量）は、労働者である少数世代が貯蓄したいと思う
量より大きい。このことは、財市場で需要過剰を起こし、物価インフレを発生させ、第２期の年金
の購買力を減少させる。

（b） 逆に、年金受給者が、株式のような非貨幣的な資産を蓄積することで将来の生産に対する請求
権を獲得しようとすると仮定する。このケースでは、年金受給者は、金融資産を売却することでか
れらの消費をまかなう。しかし、世代間のアンバランスを前提とすると、年金受給者が売却したい
資産は、労働者が購入したい資産を上回る。資産市場における供給過剰は資産価格を下落させ、年
金蓄積の価値を引き下げ、したがって、その結果としての年金の価値も下げてしまう。

どちらの結果でも、年金受給者は彼らが期待した実質的な年金は得られない。積立方式の年金も、賦
課方式と同様の問題に直面するのであり、それは、産出の不足というまさに同じ理由に直面するのであ
る。厳密に経済学的にみれば、この二つのアプローチにはほとんど差がない。主要な違いは、政治的な
ものである。つまり、積立方式では、人口変動が年金を減少させてしまうプロセスは、賦課方式よりも
不透明であり、したがって、政治家には好まれる。なぜなら、悪いニュースは、政治的意思決定により
発生するのではなく、市場の結果として発生するように見えるからである。

生産物が中心（Output is central）という考え方
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（参考）保険料の未納が増えると年金制度は破綻するか 
 

財政方式の議論との関連で、国民年金保険料の納付率が低下することにより、年金財政が

破綻するのではないかという指摘がなされることがある。 

しかしながら、公的年金制度は支払った保険料に応じて給付が決まる仕組みであり、納付

率が低下すると保険料収入は減少するが、それに応じて将来の給付も減少することとなる。

また、そもそも未納者は公的年金加入者全体の約２％に過ぎないため、納付率が年金財政に

与える影響は限定的なものにとどまる。このため、納付率低下（未納の増加）が原因で現行

制度が財政的に破綻することはない。 

また、2014 年財政検証結果においては、国民年金の納付率の財政影響が試算されており、

納付率の変化は所得代替率にほとんど影響を及ぼさないことが確認されている。 

ただし、保険料の未納は、年金財政の問題ではないとは言え、将来の低年金、無年金者の

増大という問題につながる。すなわち、低年金・無年金の増大によって、国民皆年金制度の

本来機能である「全ての国民の老後の所得保障」が十分に機能しなくなる。また、低年金者

等の所得保障のために、生活保護等の税財源の負担増にもつながる。 

 国民年金保険料の納付率は、一時 64.5％（2010 年度分保険料の最終納付率）まで低下し

たが、その後年々上昇し、77.2％（2018 年度分保険料の最終納付率）まで回復している。

今後とも、以下のような対策を引き続き推進することが必要である。 

① 公的年金制度の周知・広報の推進、納めやすい環境を整備する等の収納対策に取り組む。 

② 経済的に保険料納付が困難な方には、免除や納付猶予の勧奨をする。 

③ 厚生年金の適用拡大を推進する。 
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